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設立年月日 平成 19 年４月１日 

沿 革  平 13.4 独立行政法人農林水産消費技術センター 

      平 13.4 独立行政法人肥飼料検査所                

      平 13.4 独立行政法人農薬検査所 

                  平 19.4 独立行政法人農林水産消費安全技術センター 

目 的 一般消費者の利益の保護に資するため、農林水産物、飲食料品及び

油脂の品質及び表示に関する調査及び分析、日本農林規格又は農林物資の

品質に関する表示の基準が定められた農林物資の検査等を行うことにより、

これらの物資の品質及び表示の適正化を図るとともに、肥料、農薬、飼料

及び飼料添加物並びに土壌改良資材の検査等を行うことにより、これらの

資材の品質の適正化及び安全性の確保を図ることを目的とする。 

業務の範囲 １．農林水産物、飲食料品（酒類を除く。以下同じ。）及び油脂

の品質及び表示に関する調査及び分析並びにこれらに関する情報の提供を

行うこと。２．前号に掲げるもののほか、農林水産物、飲食料品及び油脂の

消費の改善に関する技術上の情報の収集、整理及び提供を行うこと。３．日

本農林規格又は農林物資の品質に関する表示の基準が定められた農林物資

の検査を行うこと。４．日本農林規格による農林物資の格付（格付の表示を

含む。）に関する技術上の調査及び指導を行うこと。５．第三号に規定する

農林物資の品質管理及び品質に関する表示に関する技術上の調査及び指導

統 合  



を行うこと。６．前二号に掲げるもののほか、第三号に規定する農林物資の

検査技術に関する調査及び研究並びに講習を行うこと。７．肥料、農薬、飼

料及び飼料添加物並びに土壌改良資材の検査を行うこと。８．飼料及び飼料

添加物の検定及び表示に関する業務を行うこと。９．飼料及び飼料添加物に

ついて登録検定機関が行う検定に関する技術上の調査及び指導を行うこと。

10．飼料及び飼料添加物の製造設備、製造管理の方法等に関する調査を行う

こと。11．前各号の業務に附帯する業務を行うこと。 

○ 上記の業務のほか、次の業務を行う。１．農林物資の規格化及び品質表

示の適正化に関する法律の規定による検査及び立入検査 ２．肥料取締法の

規定による立入検査、質問及び収去 ３．農薬取締法の規定による集取及び

立入検査 ４．飼料の安全性の確保及び品質の改善に関する法律の規定によ

る立入検査、質問及び収去 ５．愛がん動物用飼料の安全性の確保に関する

法律の規定による立入検査、質問及び集取 ６．地力増進法の規定による立

入検査 ７．遺伝子組換え生物等の使用等の規制による生物の多様性の確保

に関する法律の規定による立入り、質問、検査及び収去 

財務及び予算の状況 

＜資本金＞ １０，１７２百万円 

＜国有財産の無償使用＞ あり 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

＜予算計画＞                      （単位：百万円） 

 
区  別 

中期計画予算 

（平成 23～27 年度） 
平成 25 年度予算 

収

入 

運営費交付金 

施設整備費補助金 

受託収入 

諸収入 

前年度よりの繰越金 

 計 

34,430 

412 

0 

246 

－ 

35,088 

6,422 

122 

0 

50 

125 

6,720 

支

出 

業務経費 

施設整備費 

受託経費 

一般管理費 

人件費 

計 

4,731 

412 

0 

2,856 

27,089 

35,088 

801 

122 

0 

602 

5,194 

6,720 

＜短期借入金の限度額＞ ９００百万円 

組織の概要 

＜役員＞ （理事長・定数１人・任期４年）木村 眞人 （理事・定数４人・

任期２年）角谷 德道、片山 信浩、曽根 一人 （監事・定数２人・任期２

年）井上 龍子、（非常勤）碓井 憲男 

＜職員数＞ ６５７人（常勤職員６３８人、非常勤職員１９人） 



＜組織図＞  
 
      理事長         業務監査室 
                有害物質等分析調査統括チーム 

企画調整部 
      理 事          企画調整課、品質保証課、国際課、広報室、主任精度管理官 
                総務部 
      監 事          総務課、人事課、会計課、管財課、小平総務分室 

                消費安全情報部 
                 情報管理課、交流技術課 

                規格検査部 
                 規格検査課、商品調査課、分析調査課 

                表示監視部 
                 表示指導課、鑑定課、技術研究課、上席表示監視官 

                肥飼料安全検査部 
                 業務調査課、肥料管理課、肥料鑑定課、飼料管理課、飼料鑑定

第一課、飼料鑑定第二課、調整指導官、専門指導官 

                農薬検査部 
                 業務調査課、検査調整課、毒性検査課、環境影響検査課、生態

毒性検査課、化学課、生物課、農薬残留検査課、農薬実態調査

課、農薬調整指導官 

 
                横浜事務所 
 
                札幌センター 
                仙台センター 
                名古屋センター 
                神戸センター 
                福岡センター    門司事務所 
 
 



中期目標 

第１ 中期目標の期間 

センターの中期目標の期間は、平成２３年４月１日から平成２８年３月３１日まで

の５年間とする。 
第２ 業務運営の効率化に関する事項 

１ 共通事項 
(1) 効率的な組織体制の確保と適正な要員配置 
① 科学に基づく農業生産資材の安全性の検証に、技術的側面からより効率的・効果

的に貢献するため、専門技術力を必要とする業務に適切に対応できる人材育成及び

適正な要員配置を図る。 
② 消費者相談業務等の情報提供業務の縮減に伴い、本部及び地域センター等におけ

る当該業務に関連する組織体制を見直し、効率化を図る。 
③ 平成２４年度に、門司事務所の福岡センターへの移転・統合に必要な経費とその

確保について検討し、統合による業務の効率化を図る方向で検討を進める。 
(2) 管理部門の簡素化 

旧小樽事務所の機能を移転・統合した札幌センターの管理部門について、統合の利

点を生かしたより効果的・効率的な業務運営を図る。 
(3) 自己収入の確保 

センターの事業の目的を踏まえつつ、事業者、生産者、都道府県等からの依頼に基

づく検査及び講師の派遣等について適切に対応するとともに、受益者の負担の適正化

を図ること等により、自己収入の確保に努める。 
(4) 保有資産の見直し等 
① 保有資産については、肥料に係る栽培試験業務を岩槻ほ場に集約化することによ

り、堺ほ場を廃止し、廃止に伴い生じた不要資産を平成２４年度に国庫へ返納する

とともに、その他の保有資産についても、その利用度等の観点から保有の必要性に

ついて不断の見直しを行う。その際、今後、総務省政策評価・独立行政法人評価委

員会から独立行政法人の業務実績に関する評価の結果等の意見等として各府省独立

行政法人評価委員会に通知される事項を参考にする。 
② 特許権については、特許権を保有する目的を明確にした上で、当該目的を踏まえ

つつ、登録・保有コストの削減及び特許収入の拡大を図る。 
(5) 契約の点検・見直し 

契約については、「独立行政法人の契約状況の点検・見直しについて」（平成２１年

１１月１７日閣議決定）に基づく取組を着実に実施することにより、適正化を推進す

る。この場合において、調査研究業務に係る調達については、他の独立行政法人の事

例等も参考に、透明性が高く効果的な契約の在り方を追求する。また、密接な関係に

あると考えられる法人との契約に当たっては、一層の透明性の確保を追求し、情報提



供の在り方を検討する。 
(6) 透明性の確保 

複数の候補からの選択を要する事業を実施する場合には、第三者委員会を設置する

など、適切な方法により事前・期中・完了後の評価を行い、評価結果を事業の選定・

実施に適切に反映させることにより、事業の重点化及び透明性の確保に努める。 
(7) 内部統制の充実・強化 

理事長のリーダーシップの下で効率的・効果的な業務運営を推進するため、内部統

制の更なる充実・強化を図る。 
その際、総務省の独立行政法人における内部統制と評価に関する研究会が平成２２

年３月に公表した報告書（「独立行政法人における内部統制と評価について」）のほか、

今後、総務省政策評価・独立行政法人評価委員会から独立行政法人の業務実績に関す

る評価の結果等の意見などとして独立行政法人評価委員会に通知される事項を参考に

する。 
(8) 業務運営コストの縮減 
① 運営費交付金を充当して行う事業については、業務の見直し及び効率化を進め、

一般管理費（人件費を除く。）については毎年度平均で少なくとも対前年度比３％の

抑制、業務経費については毎年度平均で少なくとも対前年度比１％の抑制をするこ

とを目標に、削減する。 
② 一般管理費については、経費節減の余地がないか厳格な自己評価を行い、適切な

見直しを行う。また、引き続きアウトソーシング等の積極的な導入を推進し、業務

の質の維持向上及び経費の削減の一層の推進を図る。 
(9) 人件費の削減等 

給与水準については、国家公務員の給与水準を十分考慮し、手当を含め役職員給与

の在り方について厳しく検証した上で、目標水準・目標期限を設定し、その適正化に

取り組むとともに、検証結果や取組状況を公表するものとする。 
総人件費についても、「簡素で効率的な政府を実現するための行政改革の推進に関す

る法律」（平成１８年法律第４７号）に基づく平成１８年度から５年間で５％以上を基

本とする削減等の人件費に係る取組を、平成２３年度も引き続き着実に実施するとと

もに、「公務員の給与改定に関する取扱いについて」（平成２２年１１月１日閣議決定）

に基づき、政府における総人件費削減の取組を踏まえるとともに、今後進められる独

立行政法人制度の抜本見直しの一環として、厳しく見直すこととする。 
また、平成２３年度からセンター業務として追加される業務（「汚泥肥料中の重金属

管理手引書」の普及・指導等及び抗菌性飼料添加物の耐性菌発現モニタリング調査）

による業務量の増加に対して、人員増とならないように業務の効率化を行う。 
２ 業務の重点化・効率化 
(1) 農業生産資材の安全等の確保に関する業務 



① 肥料関係業務 
肥料取締法（昭和２５年法律第１２７号）に基づく立入検査は、安全を確保する

観点から、生産及び輸入に係る事業場の品質管理実態を踏まえ、対象の事業場を重

点化する。 
また、収去品の検査は、対象の事業場の品質管理実態を踏まえ、有害成分を重点

的に行うこと等により、効率的に実施する。 
② 農薬関係業務 

農薬取締法（昭和２３年法律第８２号）に基づく立入検査は、全製造場に対する

定期的な実施を基本としつつ、これまでの立入検査の結果等を踏まえ、対象の製造

場を重点化する。 
また、集取品の検査に当たっては、必要に応じ、過去の検査実績を考慮して分析

対象の絞込みや検査項目の重点化を行い、効率的に実施する。 
③ 飼料及び飼料添加物関係業務 

飼料の安全性の確保及び品質の改善に関する法律（昭和２８年法律第３５号。以

下「飼料安全法」という。）に基づく立入検査は、飼料の安全確保に関する必要性を

勘案して、重点的かつ効率的に実施する。 
また、飼料安全法及び愛がん動物用飼料の安全性の確保に関する法律（平成２０

年法律第８３号。以下「ペットフード安全法」という。）に基づく収去品又は集取品

の検査は、検査内容に応じて、時期を集中して収去品等を集め分析を行うこと等に

より、効率的に実施する。 
④ 土壌改良資材関係業務 

地力増進法（昭和５９年法律第３４号）に基づく立入検査は、表示が不適切であ

った製造業者、新規業者等に重点化を図り、効率的に実施する。 
(2) 農林水産物等の品質及び表示の適正化に関する業務 
① 農林物資の規格化及び品質表示の適正化に関する法律（昭和２５年法律第１７５

号。以下「ＪＡＳ法」という。）に基づく食品表示の監視業務は、過去のＪＡＳ法違

反の傾向等を踏まえて監視対象の重点化を図るとともに、食品表示の真正性を確認

するための科学に基づく検査（以下「科学的検査」という。）については、特定の時

期に計画的に買い上げ、これを集中的に分析すること等により、効率的に行う。 
なお、食品表示監視業務の科学的検査については、他の食品関係等業務の処理件

数も勘案しつつ、各センター等間における業務量の変化に対応した人員配置の適正

化を図る。 
② 登録認定機関の登録及びその更新の申請時における調査並びに登録認定機関が登

録又は更新後においても引き続き登録基準に適合しているか否かを確認するために

行う定期的な調査（以下「定期的調査」という。）については、「ＩＳＯ／ＩＥＣ １
７０１１適合性評価機関の認定を行う機関に対する一般要求事項」（以下「ＩＳＯ／



ＩＥＣ １７０１１」という。）に適合した調査を的確かつ効率的に行う。 
また、定期的調査については、過去の不適合の状況を勘案して、調査等の重点化

を図る。 
(3) 調査研究業務 

レギュラトリーサイエンスを推進していく中で、次の課題に重点化を図り、調査研

究課題の全体数に占める重点課題数の比率を８０％以上とする。 
① 肥料の検査等に関する調査研究については、肥料の分析法として国が定める分析

基準を満たす分析法を選択して用いることを認めるクライテリアアプローチの考え

方を導入するために必要な各種分析法に係る性能規準及び妥当性の確認に関する課

題、新たな分析法の確立に関する課題並びに安全の確保に必要な課題。 
② 農薬の検査等に関する調査研究については、農薬登録に係る試験成績の作成に関

する指針（以下「テストガイドライン」という。）への対応及び農薬の使用に伴う農

作物・環境への安全の確保に必要な課題。 
③ 飼料及び飼料添加物の検査等に関する調査研究については、飼料等の公定分析法

の確立などの安全の確保に必要な課題。 
④ 農林水産物等の品質及び表示の適正化に関する調査研究については、食品表示の

科学的検査のため、監視業務への活用が可能な分析技術の開発・改良に関する課題。 
(4) 情報提供業務 

相談窓口業務については、センターの専門性を生かして、企業等からの技術的な相

談のみに対応し、相談業務を縮減する。ただし、消費者からの相談が寄せられた場合

には、行政サービスの一環として対応する。 
また、センターが主催する講習会等については、検査等業務を通じて蓄積された技

術的知見を事業者等へ提供するものに特化し、重点化を図る。 
(5) 関係機関との連携 

センターの業務に係る他府省庁、都道府県、他の独立行政法人等との具体的連携の

構築に際しては、センターの技術的・専門的優位性を踏まえた効果的な連携体制を構

築する。 
なお、国民生活センターとの連携については、同センターが実施する商品テスト事

業に必要な分析のうちセンターのみが分析可能な項目を対象に、具体的な項目につい

てあらかじめ協議する仕組みを定めた両者間の協定に基づき、適切に対応する。 
 

第３ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項 

１ 共通事項 
(1) 食品の安全と消費者の信頼の確保のための的確・迅速な対応 
① 農林水産大臣から独立行政法人農林水産消費安全技術センター法（平成１１年法

律第１８３号）第１２条の規定に基づき調査、分析又は検査を緊急に実施するよう



要請があった場合その他緊急に対応すべき課題が生じた場合に備えて、検査等業務

に関する知見やノウハウを結集した対応体制を整備する。 
具体的な要請があった場合には、最優先で組織的に取り組み、必要な調査、分析

又は検査を機動的かつ迅速に実施し、その結果を速やかに報告する。 
② 農林水産省が食品の安全に係るリスク管理を推進する上で必要とする調査分析を

的確かつ迅速に実施するため、分析機関に求められる国際標準である「ＩＳＯ／Ｉ

ＥＣ １７０２５試験所及び校正機関の能力に関する一般要求事項」に基づく品質保

証体制を構築する。 
(2) 情報提供業務の的確な実施 
① 事業者等からの相談や講習等の依頼に対して、適切かつ積極的に対応する。 
② 農業生産資材の安全等の確保、食品の品質及び表示の適正化等に資するため、事

業者、検査機関、都道府県等に対して、法令に関する知識、検査技術、食品の品質・

表示等に関する講習会の開催及び講師の派遣を行う。 
③ サービスの受け手である依頼者や利用者等の声を反映した業務の改善を図り、ア

ンケート調査等により顧客満足度を測定し、５段階評価で３．５以上を確保する。 
(3) 検査・分析に係る信頼性の確保及び業務遂行能力の継続的向上 
① 検査等業務の実施に当たっては、作業手順書等の基準文書に基づく業務管理を推

進し、必要な記録の励行と確認、分析の精度管理の徹底、技能試験の実施等により、

検査・分析に係る信頼性を確保する。 
② 検査等業務に携わる職員の業務遂行能力を継続的に向上させるため、必要な研修

を計画的に実施する。 
(4) 調査研究業務の充実 

検査分析手法の改良・開発等に関する調査研究は、センターが検査等業務を効率的

かつ効果的に推進するための技術的な基盤となるものである。 
このため、調査研究課題の選定、結果の評価等は、農林水産省関係部局の要望を踏

まえ、外部有識者を含めた委員会において行う。調査研究の実施に当たっては、必要

に応じて大学又は研究機関との共同試験等により充実を図る。 
また、調査研究の成果については、公開による発表会の開催、関係学会への論文投

稿等を実施するとともに、検査等業務に迅速に活用する。 
(5) 情報セキュリティ対策の推進 

「第２次情報セキュリティ基本計画」（平成２１年２月３日情報セキュリティ政策会

議）に基づき農林水産省が講じる情報セキュリティ対策を踏まえ、センターのＩＴ事

情に応じた情報セキュリティ対策を講じる。 
また、情報セキュリティに関し、緊急時を含め農林水産省との実効性のある連絡体

制を整備する。 
２ 生産段階における安全の確保等に関する業務 



(1) 肥料関係業務 
① 肥料の登録等申請に係る調査は、その申請に係る調査の質を向上させつつ実施し、

その結果を申請受付から２０業務日以内に農林水産大臣に報告する。 
② 仮登録肥料に係る申請者の利便等に供するため、原則として１年以内に肥効試験

の結果を取りまとめ、農林水産大臣に報告する。 
③ 肥料取締法に基づく立入検査は、農林水産大臣の指示に従い適正に実施するとと

もに、立入検査等の結果を立入検査終了後３６業務日以内に農林水産大臣に報告す

る。 
④ 牛海綿状脳症のまん延を防止するため、肥料用肉骨粉等が家畜用飼料へ誤用・流

用されることを防止する等の観点から、肥料原料用の肉骨粉等について製造基準適

合確認検査を行い、製造基準に適合するものであると認めた製造事業場を公表する。 
⑤ 農林水産省関係部局と連携しつつ、以下について取り組む。 
ア 安全な肥料を生産するため汚泥肥料生産業者が取り組む品質管理に関する「汚

泥肥料中の重金属管理手引書」の普及・指導を実施する。 
イ 公定規格の改正に資するため、未利用資源の肥料利用に関する情報の収集・整

理等を行う。 
(2) 農薬関係業務 
① 農薬の登録検査 

ア 農薬の登録申請に係る検査については、農薬の安全性の向上のために改定した

テストガイドラインに基づいて新たな審査項目が追加され、要求する試験データ

が増加している中で、検査精度の維持を図りつつ、以下の期間内に農薬登録検査

等を実施する。 
・農薬取締法第３条第１項第４号から第７号までのいずれかに掲げる場合に該当

するかどうかの基準の設定が必要な農薬の検査は、１年４か月以内 
・上記以外の農薬の検査は、１０．５か月以内 

イ 農薬の登録申請に係る検査の結果について、報告書を作成・公表する。 
② 農薬取締法に基づく立入検査は、農林水産大臣の指示に従い適正に実施するとと

もに、立入検査及び集取品の分析結果を以下の期限内に農林水産大臣に報告する。 
ア 農薬取締法の立入検査の結果は、立入検査終了後２５業務日以内 
イ 農薬取締法の集取品の分析結果は、集取後６０業務日以内 
ただし、集取品の検査に時間を要する場合には、当該検査結果が得られ次第、そ

の結果を報告する。 
③ 農薬の登録検査に附帯する業務 

ア 優良試験所規範（ＧＬＰ）制度に基づく適合試験機関の査察結果については、

査察終了後３０業務日以内に農林水産省消費・安全局長に報告する。 
イ センターに蓄積された技術的知見を国際会議等の場に反映させるとともに、得



られた結論を我が国の登録検査等に生かすことにより、農薬行政の国際調和の推

進に貢献する。 
④ 農林水産省が推進する農薬の適正使用に係る施策に資するため、農産物中の農薬

の残留状況についての調査分析を、適切な精度管理の下で的確かつ迅速に実施する。 
(3) 飼料及び飼料添加物関係業務 
① 飼料及び飼料添加物について、飼料の安全確保に関する必要性を勘案して、以下

に掲げる検査等を実施する。 
ア 農林水産省が行う飼料及び飼料添加物の基準・規格の検討に当たり、それらの

基準・規格、検討資料の妥当性について、調査を適切に実施する。 
イ 飼料中の飼料添加物、飼料又は飼料添加物中の有害物質、病原微生物、肉骨粉

等及び遺伝子組換え体のモニタリング検査を実施し、その結果を事業年度ごとに

とりまとめて公表する。 
② 飼料及び飼料添加物の検定及び表示の業務については、飼料安全法に基づき適正

に実施するとともに、標準処理期間を中期計画に定め、当該標準処理期間内に処理

する。また、検定業務の適切な実施に資するため、登録検定機関が行う検定に関す

る技術上の調査及び指導を実施する。 
③ 飼料及び飼料添加物の製造設備、製造管理の方法等に関する検査等については、

飼料の安全確保に関する必要性を勘案して、製造・品質管理の高度化に関する調査、

指導等を実施する。 
また、特定飼料等製造業者及び規格設定飼料製造業者の登録等の検査については、

飼料安全法に基づき適正に実施するとともに、標準処理期間を中期計画に定め、当

該標準処理期間内に検査を終了する。 
さらに、依頼に応じて輸出する飼料等の製造・品質管理に関する検査等を実施す

る。 
④ 飼料安全法に基づく立入検査は、農林水産大臣の指示に従い適正に実施するとと

もに、その結果を以下の期限内に農林水産大臣に報告する。 
ア 飼料安全法の立入検査及び質問の結果は、立入検査終了後２５業務日以内 
イ 飼料安全法の収去品の試験結果は、分析・鑑定試験に要する標準処理期間を中

期計画に定め、試験が終了した日から１５業務日以内 
⑤ ペットフード安全法に基づく立入検査は、農林水産大臣の指示に従い適正に実施

するとともに、その結果を以下の期限内に農林水産大臣に報告する。 
ア ペットフード安全法の立入検査及び質問の結果は、立入検査終了後３０業務日

以内 
イ ペットフード安全法の集取品の試験結果は、分析・鑑定試験に要する標準処理

期間を中期計画に定め、試験が終了した日から２０業務日以内 
⑥ 国際獣疫事務局（ＯＩＥ）コラボレーティング・センターとして、飼料の安全性



に関する情報の収集・発信、技術協力等の取組を行う。 
(4) 土壌改良資材関係業務 

地力増進法に基づく立入検査は、農林水産大臣の指示に従い、適正に実施するとと

もに、立入検査の結果を立入検査終了後３０業務日以内に農林水産大臣に報告する。

ただし、試験の実施に長期間を要するＶＡ菌根菌資材を集取した場合は、立入検査の

結果を試験終了後速やかに農林水産大臣に報告する。 
３ 農林水産物等の品質及び表示の適正化に関する業務 
(1) 食品表示の監視業務 
① 食品表示の科学的検査を毎事業年度６，０００件以上実施し、不適正表示が認め

られた場合には、農林水産省関係部局に情報を回付するとともに、農林水産大臣の

指示があった場合には、立入検査を適正に実施する。 
② 食品表示１１０番を通じて寄せられる不適正表示や違法なＪＡＳマーク表示に関

する情報を農林水産省関係部局へ回付する。 
(2) 登録認定機関等に対する調査等の業務 
① 登録認定機関の登録及びその更新の申請に係る調査並びに定期的調査は、ＩＳＯ

／ＩＥＣ １７０１１に基づいて適切に行い、登録認定機関の登録及びその更新の申

請に係る調査にあっては、農林水産大臣の調査指示から２７業務日以内に調査結果

を農林水産大臣に報告する。 
また、調査の結果、登録認定機関の登録基準への適合性が確認されない場合は、

農林水産省関係部局へ報告し、連携して適切な対応を取る。 
② 定期的調査は、登録認定機関が認定した事業者（以下「認定事業者」という。）の

格付業務に対する登録認定機関の指導が適切に行われているか否かを確認するため、

認定業務の現場における調査及びＪＡＳ製品の検査を行う。 
③ 米国農務省全米有機プログラム（ＮＯＰ）基準による有機食品の検査認証制度を

国内において運用するに当たり必要となる認証機関の認定等に係る調査は、ＩＳＯ

／ＩＥＣ １７０１１に関する知見を活用して適切に実施する。 
(3) ＪＡＳ法に基づく立入検査等 

ＪＡＳ法に基づく立入検査等は、農林水産大臣の指示に従い適正に実施するととも

に、その結果を立入検査等の終了後３業務日以内に農林水産大臣に報告する。ただし、

立入検査等の相手方事業者等が複数であり、立入検査等の結果の取りまとめに時間を

要する場合は、報告書を取りまとめ次第速やかに農林水産大臣に報告する。 
(4) ＪＡＳ規格の見直し等に係る業務 

農林水産大臣の依頼を受け、「日本農林規格の制定等に関する計画」に基づき、ＪＡ

Ｓ規格の見直し等に係る調査や原案の検討を行う。 
(5) 国際規格に係る業務 

国際標準化機構（ＩＳＯ）の食品専門委員会（ＴＣ３４）、合板分科委員会（ＴＣ８



９／ＳＣ３）及び木材専門委員会（ＴＣ２１８）の国内審議団体として、情報の収集、

国内の意見集約等の国際標準作成に関する活動を行う。 
４ リスク管理に資するための有害物質の分析業務 

「食品の安全性に関する有害化学物質のサーベイランス・モニタリング中期計画」

（平成２２年１２月２２日公表）において調査対象とされた危害要因及び食品群・飼

料について、分析を実施する場合には、「サーベイランス・モニタリングの計画・実施

及び結果の評価・公表に関するガイドライン」（平成１７年６月７日付け１７消安第２

３３０号農林水産省消費・安全局長通知）に従って、的確かつ迅速に行う。 
５ カルタヘナ担保法関係業務 

遺伝子組換え生物等の使用等の規制による生物の多様性の確保に関する法律（平成

１５年法律第９７号）第３２条第１項の規定に基づき、同条第２項の農林水産大臣の

指示に従い、立入り、質問、検査及び収去を的確に実施し、その結果を速やかに農林

水産大臣に報告する。 
６ 国際協力業務 

可能な範囲において、海外からの研修生の受入れ、海外への専門家の派遣等の国際

協力を行う。 
第４ 財務内容の改善に関する事項 

適切な業務運営を行うことにより、収支の均衡を図る。 
第５ その他業務運営に関する事項 

なし 



(単位：円)

資産の部
Ⅰ流動資産

現金及び預金 1,400,566,007

棚卸資産 1,329,858

前払費用 286,155

未収金 119,022,866
 　流動資産合計 1,521,204,886

Ⅱ固定資産
1 有形固定資産

建物 5,668,856,540

減価償却累計額 1,730,666,633 3,938,189,907

構築物 155,276,409

減価償却累計額 72,729,283 82,547,126

機械及び装置 1,327,275,729

減価償却累計額 1,006,510,771 320,764,958

車両運搬具 14,476,508

減価償却累計額 10,815,067 3,661,441

工具器具備品 3,580,159,982
減価償却累計額 2,995,428,530 584,731,452

土地 3,996,703,000
建設仮勘定 125,495,430

有形固定資産合計 9,052,093,314

2 無形固定資産

特許権 2,730,969

ソフトウェア 33,515

電話加入権 1,171,700

その他無形固定資産 1,238,037

無形固定資産合計 5,174,221

3 投資その他の資産

敷金・保証金 8,400,000

預託金 97,320

投資その他の資産合計 8,497,320

　 固定資産合計 9,065,764,855

　　　資産合計 10,586,969,741

負債の部
Ⅰ流動負債

運営費交付金債務 689,939,867

未払金 796,206,260

未払消費税等 605,500

リース債務（短期） 3,266,157

前受金 1,283,050

預り金 23,155,003

その他の流動負債 561

　流動負債合計 1,514,456,398

Ⅱ固定負債

資産見返負債

資産見返運営費交付金 803,789,157

資産見返物品受贈額 2,141,198
建設仮勘定見返運営費交付金 4,620,000
建設仮勘定見返施設費 77,783,430 888,333,785

資産除去債務 314,540,483

　 固定負債合計 1,202,874,268

　　　負債合計 2,717,330,666

貸　借　対　照　表
(平成25年　3月31日)

【農林水産消費安全技術センター】



(単位：円)

純資産の部
Ⅰ資本金

政府出資金 10,172,302,527

　 資本金合計 10,172,302,527

Ⅱ資本剰余金

資本剰余金 4,171,656,200

損益外減価償却累計額 △ 3,415,947,130

損益外減損損失累計額 △ 5,100,300

損益外利息費用累計額 △ 30,465,300

損益外固定資産除売却差額 △ 3,075,891,011

　 資本剰余金合計 △ 2,355,747,541

Ⅲ利益剰余金

前中期目標期間繰越積立金 356,169

積立金 28,468,353

24,259,567) 24,259,567

　 利益剰余金合計 53,084,089

　 　 純資産合計 7,869,639,075
　　　　 負債純資産合計 10,586,969,741

貸　借　対　照　表
(平成25年　3月31日)

当期未処分利益　　(うち当期総利益

独立行政法人 農林水産消費安全技術センター



(単位：円)

Ⅰ経常費用
調査指導業務費

給与、賞与及び諸手当 3,376,620,703

法定福利費・福利厚生費 455,453,284

退職金費用 343,927,959

雑給 38,928,907

外部委託費 53,165,945

検査試料費 8,489,070

支払リース料 1,940,604

賃借料 10,143,372

減価償却費 245,449,285

保守・修繕費 271,443,456

水道光熱費 112,162,082

旅費交通費 107,849,097

消耗品費 274,410,366

備品費 38,271,938

諸謝金 5,183,922

支払手数料 1,887,433

その他業務経費 48,608,812 5,393,936,235

一般管理費

役員報酬 53,448,519

給与、賞与及び諸手当 526,251,728

法定福利費・福利厚生費 78,612,476

退職金費用 59,253,270

雑給 5,060,851

外部委託費 13,081,950

支払リース料 151,090

賃借料 8,216,190

減価償却費 31,397,080

保守・修繕費 68,952,783

水道光熱費 90,619,205

旅費交通費 7,754,402

消耗品費 2,867,240

備品費 808,830

諸謝金 6,151,378

支払手数料 4,954,850

その他管理経費 6,120,973 963,702,815

財務費用

支払利息 96,944

経常費用合計 6,357,735,994

損　益　計　算　書
(平成24年 4月 1日～平成25年 3月31日)

独立行政法人 農林水産消費安全技術センター



(単位：円)

Ⅱ経常収益
運営費交付金収益 6,064,943,832

事業収益

手数料収入 30,358,230

検査手数料収入 258,300

検定手数料収入 10,051,000

その他手数料収入 20,048,930

その他事業収入 15,466,311 45,824,541

受託調査研究収益

その他受託収入 1,210,151

資産見返負債戻入

資産見返運営費交付金戻入 256,776,538

資産見返物品受贈額戻入 10,554,457 267,330,995

財務収益

受取利息 2,136

雑益

生命保険手数料収入 1,049,054

その他収入 214,202 1,263,256

経常収益合計 6,380,574,911

経常利益 22,838,917

Ⅲ臨時損失
固定資産除却損 3,716,484

固定資産売却損 909,314

除去費用 7,665,000

臨時損失合計 12,290,798      

Ⅳ臨時利益
固定資産売却益 417,944

資産見返運営費交付金戻入 4,360,255

資産見返物品受贈額戻入 661,874          

運営費交付金収益 7,665,000        

臨時利益合計 13,105,073      

Ⅴ当期純利益 23,653,192

Ⅵ前中期目標期間繰越積立金取崩額 606,375

Ⅶ当期総利益 24,259,567

損　益　計　算　書
(平成24年 4月 1日～平成25年 3月31日)

独立行政法人 農林水産消費安全技術センター
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